
1 
 

別添３ 
厚生労働行政推進調査事業費補助金 

 
難治性疾患等政策研究事業 

（免疫アレルギー疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患政策研究分野）） 
総括研究報告書 

 
慢性腎臓病CKDの診療体制構築と普及・啓発による医療の向上 

 
研究代表者 柏原直樹 川崎医科大学 教授 

 
研究要旨 
厚生労働省から発出された「腎疾患検討会報告書」では、今後のCKD対策の全体目標が設定されている。

1）CKDを早期に発見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継続することにより、CKD重症化予防を
徹底する。2）同時に、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含む）のQOLの維持向上を図る。2028 年ま
でに、年間新規導入患者数を 35,000 人以下に減少させる（2016 年度、約39000人）。透析・移植患者のQO
Lの維持向上も企図されているのが特徴である。 
この全体目標を達成するためには、1）全国のCKD対策の司令塔の確立、役割の明確化、2）各地における

診療連携体制の構築、3）好事例の共有、横展開、4）普及啓発共通資材の作成、5）紹介基準の普及、6)人材
育成（療法指導士を含む）、が重要である。適切な進捗管理を行いながら、PDCAサイクルを回し、加速する
必要がある。腎臓学会、腎臓病協会等と連携してオールジャパン体制で取り組む必要がある。 
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Ａ．研究目的 
平成29年より厚生労働省「腎疾患対策検討会」が

開催され、平成30年には報告書が作成された。本
検討会では、CKD対策における、①普及啓発、②
地域における医療提供体制の整備、③診療水準の
向上、④人材育成、⑤研究開発の推進の5本柱につ
いて、過去10年間の取り組み評価、課題抽出がな
され、これに基づき、今後の取り組みについての
方向性が示さた。 

本研究では、腎疾患対策検討会での検討に基づ
き、全国各地の腎疾患対策を評価・分析し、PDC
Aサイクルを回し、継続的に腎疾患対策を実施する
体制を構築することを目的とする。 
これにより１）腎機能異常の重症化を防止し、

慢性腎不全による透析導入への進行を阻止し新規
透析導入患者を減少させ、２）さらに、CKDに伴
う循環器系疾患（脳血管疾患、心筋梗塞等）の発
症を抑制しうる体制を構築することをめざす。 

具体的には、1)CKDの普及・啓発の各種取組を
評価し、好事例を横展開する。2)かかりつけ医、専
門医、医師会、行政を巻き込んだCKD診療連携体
制の構築を促進する、３）CKD対策に関与する各
職種(医師、保健師、栄養士等)、腎臓病療養指導士

の連携体制構築を促進する、４)前記１，２，３活
動の進捗を評価し、管理・促進する。 
総じてCKD対策を社会実装する司令塔、駆動力

の構築を目指す。 
 
Ｂ．研究方法 
以下の分科会・WGを構築して実施する。  

１）診療連携体制構築WG：  
かかりつけ医、腎臓専門医等の連携推進によるC

KD重症化予防の徹底・行政や関連学会、関係団体
等とのさらなる連携のための好事例の横展開を図
る。 

CKD診療にはかかりつけ医、非腎臓専門医、腎
専門医、行政との連携が必要となる。各地で展開
されている活動の現状を把握し、評価する。各地
の好事例（例：かかりつけ医と腎専門医との連携、
2人主治医制、専門医が少ない地域での専門医以外
の連携協力医のあり方等）を抽出し、地域の医療
資源に適応したいくつかのパターンを構築し全国
へ展開する。 

全国の診療連携体制構築を支援する。紹介基準
の普及も行う。 
全国市町村で、実施可能なCKD診療連携プログ

ラムを提示する。地域の実情に応じ柔軟に対応す
べく、複数のプログラムを提示する。この場合、
各都道府県、市長村の糖尿病対策推進会議や日本
慢性腎臓病対策協議会やその都道府県組織、関連
学会や医師会、栄養士会、薬剤師会等の協力も得
ながら、糖尿病性腎症重症化予防と協力して最適
なCKD対策のあり方を提案する。標準的な方法だ
けでなく、全国へのヒアリング等を通じて、各地
域の状況に応じた方法も提案することで、全国へ
の普及を加速させる。かかりつけ医から腎臓専門
医への紹介・逆紹介・併診、専門医が少ない地域
での連携協力医のあり方等を提案する。 
具体的には以下に取り組む。（１）連携推進に

よるCKD重症化予防を徹底するため、関係団体、
関連学会、行政等が連携して、かかりつけ医や腎
臓専門医等への紹介基準の普及を図る。（２）関
係団体、関連学会、行政等と連携し、その地域に
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おける、腎臓専門医等が在籍する医療機関等の情
報や、CKD診療を担う、かかりつけ医や非腎臓専
門医等の情報を共有しうる体制を構築する。（3）
地域での司令塔として各都道府県にCKD対策の責
任者を腎臓学会とも連携して任命する。（4）地域
責任者との連絡会を定期的に開催する。 
 
２)普及・啓発資材開発WG： 

市民レベルでのCKDの普及・啓発を全国展開す
るために必要な共通した資材（小冊子、パンフレ
ット等の紙媒体、ビデオ等）内容の開発を行う。N
PO法人日本腎臓病協会とも連携し、患者会とも意
見交換を行う。 
 
３）他職種連携・チーム医療促進WG: 

医師、看護師、保健師、栄養士、薬剤師、ある
いは腎臓病療養指導士による連携体制構築を支援
する。好事例を抽出し、全国展開を促進する。関
連職種からの研究協力者を得て、WGを構築する。
食事・生活習慣改善、血圧管理、蛋白尿減少等に
よる介入がCKD対策（予防・進展阻止、合併症予
防）に必要であり、多職種による包括的介入が有
功であることが確立されている。 

CKD発症予防、早期発見・早期介入、重症化予
防の各段階のおける各職種の役割の明確化、具体
的連携方法を構築し普及を促進する。 

なお、糖尿病性腎症の重症化予防に関しては、
現在、厚生労働省指定研究である「糖尿病性腎症
重症化予防プログラム開発のための研究」（主
任：津下一代）により、介入プログラムが開発さ
れつつある。同研究では保健師が中心となって、
適切な受診勧奨、保健指導により治療に結びつけ、
糖尿病性腎症の重症化高リスク者に対して、保健
指導により介入することで腎不全への移行阻止が
企図されている。同研究と適宜情報を共有する。C
KDは糖尿病性腎症を含む包括的な病態であり、共
同活用できる部分は少なくない。 
 
４）トランジションWG：  

小児期発症CKD患者の成人医療への移行(Trans
ition)に関する実態把握及び、円滑な移行を支援策
を構築する。小児腎臓病学会と連携し、研究協力
者を得る。 
 
５）進捗管理WG: 
 全国の診療連携体制構築、普及・啓発の進捗を
定点的に評価し、均霑化を促進する。ガイドライ
ン、紹介基準の普及状況も評価する。特定健診受
診者の受診勧奨、受診実施率の評価も行う。 
取り組む各事業についてKPIを設定してその進捗
を定期的に評価する。KPIについても検討する。 
①普及啓発 
・全都道府県における普及啓発活動の実施 
・市民公開講座等の実施数増加 
・CKDの認知度上昇 等 
②地域における医療連携体制構築 
かかりつけ医と腎臓専門医等の間での紹介・逆紹
介率の上昇 
・地域別のCKD診療を担う非腎臓専門医数の増加 
・紹介基準で推奨されているステージにおける腎
臓専門医への紹介率の上昇 
③診療水準向上 
・CKD診療ガイド・ガイドラインの普及率 

・推奨される診療の実施率の上昇 
④人材育成 
・地域別の腎臓病療養指導士数の増加 
・関連する療養指導士間連携事例の増加 
 
６）研究開発・国際比較WG: 

 CKD及びCKD診療体制の国際比較、ESRD・腎
代替療法（RRT）の実態の国際比較、CKDの成因
の相違・特徴、海外のCKD診療体制の調査を行う。
ESRD,RRT（移植を含む）の海外動向についても
調査する。海外のCKD対策成功事例の調査も行う。 
 
７）高齢者CKD診療のあり方 
 (１)高齢者CKD診療における論点整理 
高齢CKD患者の課題を抽出し、高齢者CKD診療に
おける論点を整理する。高齢者は、他疾患、フレ
イル、認知症等を合併する。個人差も大きく、高
齢者のCKD対策では、個人の状況に合わせて、腎
不全への進行阻止、QOL維持・向上、要介護状態
への移行阻止等の包括的な対応を提案する。 
(２)高齢者腎代替療法のあり方に関しての提言 
QOLを配慮した高齢者腎代替療法のあり方につい
て、国内外の実態を調査する。在宅腎代替療法の
あり方についても調査研究する。 
 
Ｃ．研究結果 
１）診療連携体制構築 
 かかりつけ医、腎臓専門医、保健師、療養指導
士、行政等の連携推進によるCKD重症化予防体積
構築の為に全国ですでに構築されている好事例の
抽出を行った。大都市、地方都市、医療資源の乏
しい郡部等、地域の医療資源に適応したいくつか
のパターンの抽出を行った。 
 またNPO法人日本腎臓病協会（JKA）は全国を1
2ブロックに分割し、各県担当者（司令塔）を任命
して連携体制の核としている。この活動とも連携
し調査した。 
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 九州・沖縄ブロックの例を示す。 
【九州・沖縄ブロック：アクションプラン】 

CKD普及・啓発活動 
・行政との連携構築・強化：各地で開催、持続
可能なシステムへ 
 例）熊本市CKD対策推進会議（H22年度より
全体会議を年1回、個別会議を年数回開催） 
・九州ブロック全体会議：CKD連携 in 九州 
 世界腎臓デーにあわせて医療従事者、行政、
企業が県ごとに集結（H26年度～） 
 主会場は各県持ち回り、各会場をWebでつな
いで会議（熊本会場は100名程度） 
 各県の活動を紹介＋特別講演を1題 
・九州・沖縄ブロック代表者会議： 
  2018年12月22日 博多で開催予定（ブロック 
・病診連携システム、多職種連携システムの強
化、専門医とかかりつけ医との連携強化：各地
で紹介システムの構築 
・糖尿病性腎症重症化予防プログラムとの連携 
 熊本県で2017年から活動開始、2018年度中に
熊本市CKD対策との連携を目標 

熊本市はこのように普及啓発、診療連携体制構
築を促進し、新規透析導入患者の減少に成功し
ていることが示された。市財政負担の軽減にも
大きく寄与していることが示されている。 

岡山県では全県を3つのエリアに分割し、診療連携
体制を構築している。 

 

 北海道は広大であるが、専門医数は多くなく、
地域によっては、かかりつけ医が地域の司令塔の
役割を託されている。地域の医療資源の状況に応
じて、専門医だけでなく、かかりつけ医、行政、
保健師が司令塔となりえる。 
大都市圏である大阪府においても診療連携体制

の構築が進んでいる（詳細は分担研究者守山の項
参照）。 
２)普及・啓発資材開発 

CKDの認知度は必ずしも高くないことが判明し
た（下図）。 

医療従事者、行政機関に対してのみならず市民
レベルでのCKDの普及・啓発を全国展開する必要
がある。全国的な認知度調査は技術的にも容易で
はなく、特定地域での定点観測が有効かと考えた。 
 全国で普及啓発の資材が作成され活用されてい
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る。各地の独自色が反映されており、貴重なもの
である。 

対象として、市民、患者、医療者と様々であり、
コンテンツも多様である。岡山県、大分県の事例
を示す。 

 
 

３）他職種連携・チーム医療促進 
 腎臓専門医数は増加しつつあるが、地域によっ
ては十分な数が確保できていない。北海道、島根、
鳥取県等は比較的少ない。 
 専門医数の増加を加速する必要があるが、全国
医学部に腎臓内科があるわけではなく、短時日で
の実現は難しい。 
 現在、看護師、栄養士、薬剤師を対象に腎臓病
療養指導士を育成している。療養指導士を全国に
配置することでCKD診療の均霑化を図ることが可
能と考える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 療養指導士は2019年度末で1000名を超えるに至
った。 
 
 
4）トランジション 
 良質な腎臓病診療を展開するためには、小児期
から成人、老年期に至るまで、シームレスな取り
組みが必要である。詳細は分担研究者服元の項を
参照 
５）進捗管理  
 分担研究者岡田の項を参照 
６）研究開発・国際比較 
分担研究者南学の項を参照 

 
Ｄ．考察 
腎疾患検討会報告書では、今後のCKD対策の全

体目標が設定されている。1）CKDを早期に発見･
診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継続
することにより、CKD重症化予防を徹底する。2）
同時に、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含
む）のQOLの維持向上を図る。2028 年までに、年
間新規導入患者数を 35,000 人以下に減少させる
（2016 年度、約39000人）。透析・移植患者のQ
OLの維持向上も企図されているのが特徴である。 
この全体目標を達成するためには、1）全国のC

KD対策の司令塔の確立、役割の明確化、2）各地
における診療連携体制の構築、3）好事例の共有、
横展開、4）普及啓発共通資材の作成、5）紹介基
準の普及、6)人材育成（療法指導士を含む）、が重
要である。 
 腎臓学会、腎臓病協会等と連携してオールジャ
パン体制で取り組む必要がある。 
 
Ｅ．結論 
腎疾患対策検討会報告書で設定された全体目標
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を達成するためには、1）全国のCKD対策の司令塔
の確立、役割の明確化、2）各地における診療連携
体制の構築、3）好事例の共有、横展開、4）普及
啓発共通資材の作成、5）紹介基準の普及、6)人材
育成（療法指導士を含む）、が重要である。適切
な進捗管理を行いながら、PDCAサイクルを回し、
加速する必要がある。腎臓学会、腎臓病協会等と
連携してオールジャパン体制で取り組む必要があ
る。 
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なし 
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